
 

                                              単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

【監理課 

・技術管理課】 

 

地方合同庁舎管理費 

 

 

 

 

 

247,686 

（220,220） 

 

使   5,880 

 

諸      4,219 

      

起  153,400 

     

○一    84,187 

 

 

 

 

                              

長１ 庁舎整備事業費                              157,534 

 

   地方合同庁舎施設の維持管理および良好な執務環境の確保を図る

ため、施設の改修、補修を行う。 

 

 

 

 

 

 

建設業者指導育成費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

22,931 

（24,688） 

 

国   1,333 

 

使     21,284 

    

○一       314 

 

 

                                                         

１ 建設産業魅力アップ事業                     7,213 

 

      建設産業において若年者や女性の入職者拡大を図るため、その魅

力を広く発信するとともに、建設業における取引の適正化を推進す

るため、相談や指導を実施し、建設産業全体の活性化を推進する。 

                                                         

(1)建設産業の活性化推進事業                     231 

 

(2)地域を支える建設産業魅力アップ事業               6,600 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                                              単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

【交通戦略課】   

 

鉄道整備促進事業費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

      
   156,703 

   (207,428) 

         

 

国   7,837 

 

財      468 

        

繰   60,000 

 

○一     88,398 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道の利便性向上を図るため、施設等の整備充実、利用促進等の取組

を実施する。                 

                                                       

１ 輸送力・利便性向上整備事業                        125,610 

 

鉄道施設等の整備充実、輸送力の増強等を促進する。 

                                                                

(1)鉄軌道関連施設整備費補助                 35,228 

JR石部駅（湖南市）、比良駅（大津市）、田村駅（長浜市） 

河瀬駅（彦根市）、稲枝駅（彦根市）、唐崎駅（大津市）     

  和邇駅（大津市） 

                                              

２ 鉄道利用促進事業                   27,077 

 

   地元利用・観光利用の両面から、利用促進に向けた取組を展開す

る。 

 

重 (1)公共交通を活用した観光誘客強化推進事業       15,675 

 

 

 

地域交通対策費 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

     235,725  

   (235,633) 

 

○一     235,725 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

地域における生活交通を維持、確保するための取組を実施する。 

 

１ 地方バス等対策事業                                233,606 

 

 バス・デマンドタクシーの運行に係る費用に対し、補助を行う。 

   

○新 協２地域交通担い手対策事業                 2,000 

 

   事業者と協働し、担い手の確保に資する取組を推進する。 

 



 

                                              単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

交通安全推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

      

      256,653 

     (259,056) 

         

国   8,000 

       

○一     248,653 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民の交通安全意識を向上し、「交通事故のない滋賀」を目指す。  

                                                         

１ 交通安全対策推進事業                              231,839 

 

 交通安全関係団体等の実施する交通安全推進活動を支援する。 

                                              

(1)運輸事業振興助成補助金                 214,889 

 

                                               

重２  ｢ビワイチ｣安全・安心な自転車利用促進事業         16,000 

 

   自転車利用者等に対し、交通法規・マナーの遵守や自転車損害賠

償保険等への加入に向けた啓発活動を実施する。 

 

 

○新 ３ 安全運転普及にかかるモニター事業           2,000 

 

 自動車利用者に対して、ドライブレコーダーの普及に向けたモニ

ター調査事業を実施する。 

 



 

単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

総合交通企画費 

      

       81,308 

      (52,579)

          

国   2,850 

 

諸   2,000 

        

○一      76,458 

 

 

重１ 社会インフラとしての地域モビリティのあり方検討   14,391 

 

    地域特性を踏まえたMaaSの仕組みを構築するための実証実験を実

施するとともに、地域の移動サービスにかかる費用負担のあり方を

検討する。  

 

○新 ２ 地域公共交通改善事業                  45,999 

   

県東部地域における持続可能な交通ネットワークの構築および、

南草津周辺の交通対策を行う。 

 

協３ 交通・文化・観光が創り出す心豊かなまちづくり事業   3,000 

 

民間団体と協働し、「21 文字メッセージ」の取組を通じて県民の 

公共交通に関する意識向上と利用促進を図る。 

 

重４ 「ビワイチ」安全・安心な自転車利用促進事業       2,500 

       

自転車の利用環境の向上のため、情報発信等を行う。 

 

重５ 自転車活用による健康増進事業            3,200 

    

    自転車活用の効果について調査分析し、自転車活用の一層の推

進につなげる。 

 

○新 重６ 県内在来線ネットワーク強化調査検討事業      6,204 

     

県内の在来線ネットワークの強化を図るための調査検討を行

う。 



 

                                               単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

【道路課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   29,008,665 

  (21,689,174) 

 

国 10,567,374 

 

分    231,693 

    

繰   6,620 

       

諸   6,500 

 

起 17,492,000 

 

○一    704,478 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  県管理の国道や県道の計画的な整備を進め、また、必要な維持管理を

行うため、道路改良や踏切除却、交差点改良、自歩道設置、橋りょう修

繕等の事業を実施する。 

 

 補助公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事   業   名 箇所数 予算額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助道路整備事業費 

 

  119 

 

   15,178,239 

 

補助道路修繕事業費 

 

  160 

 

    5,202,414 

 

補助雪寒対策事業費 

 

    4 

 

     390,498 

 

市町道路事業調整推進費 

 

   － 

 

        9,000 

 

 単独公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

事  業  名 箇所数 予算額  

 

 

 

 

 

 

 

単独道路改築事業費 

 

  167 

 

    1,785,434 

 

単独交通安全施設整備事業費 

 

   － 

 

      120,000 

 

道路補修費 

 

   － 

 

     6,323,080 

              

  

  近江の美知普請事業                   36,630 

※道路補修費の内数 

県管理道路について、マイロード登録者制度や美知メセナ制度、 

道路愛護活動事業の活用により、県民と協働して快適な滋賀の道路 

の維持管理を推進する。        

        美知普請功労者表彰等               190 

      道路愛護活動                            36,440 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学路安全対策                  2,224,648 

※補助道路整備事業費および道路補修費の内数 

  警察や教育委員会など関係機関と連携して実施している点検結果

等に基づき、通学路等の安全対策を進める。 

  補助道路整備事業費              2,015,598 

  道路補修費                    209,050 

 

 

 

  

 

 

 

道路管理費 

 

385,275 

     (386,008) 

 

使  205,265 

 

財    931 

 

繰   15,820 

 

諸   9,830 

 

○一     153,429 

 

 

○新  健 １ 道路情報便覧整備事業                         5,700 

 

特殊車両の通行許可の判定に用いる道路情報便覧の整備を行うことに

より審査業務の迅速化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路交通調査費 

 

 

 

 

 

 

 

         

4,500 

       (4,500) 

 

国      1,500 

        

○一       3,000 

 

 

  

道路行政推進のための基礎調査や構想等の調査検討を行う。 

    

 １ 地域高規格道路調査費                             4,500 

 

      名神名阪連絡道路の検討調査を行う。 

 

 

 

 

 



 

                                             単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

 

道路除雪費 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

      863,946 

     (379,653) 

 

国    366,444 

 

繰      1,400 

 

○一     496,102 

 

 

 

 雪寒地域およびその他の降雪地域において除雪を行う。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

国直轄道路事業費負担

金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

    5,500,000 

   (5,000,000) 

     

起  5,489,900 

       

○一      10,100 

 

 

 

  国が直轄で実施する国道整備事業に対して、その経費の一部を法律の

定めるところにより負担する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                                            単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

【砂防課】          

 

砂防関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    4,418,684 

   (3,394,260) 

 

国  1,600,207 

 

分     81,425 

 

起  2,656,000 

 

○一      81,052 

 

 

 

 土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害から県民の生命・財産を守

り、豊かな県土を形成するため、ハード・ソフトの両面から土砂災害対

策を実施する。 

 

  補助公共事業（超過負担含む）                                  

   

   

   

   

    

    

 

事  業  名 箇所数 予算額   

 

 

 

 

 

 

 

補助通常砂防事業費 外 

 

34 

 

1,313,810 

 

補助砂防総合流域防災事業費 

 

37 

 

972,124 

 

補助急傾斜地崩壊対策事業費 

 

15 

 

750,645 

 

補助急傾斜地総合流域防災事業費 

 

17 

 

409,605 

                                              

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 単独公共事業 

 

   

   

   

   

    

   

  

事  業  名 箇所数 予算額  

 

 

 

 

 

 

 

単独通常砂防事業費 

     

    18 

     

      426,800 

  

砂防維持補修費 

 

     8 

         

      180,000 

 

市町急傾斜地崩壊対策事業費補助 

 

     6 

               

      365,700 

 

 

 



 

                                              単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

【都市計画課】 

 

都市計画関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

    3,431,278 

   (2,711,341) 

      

国  1,765,357 

    

分    599,783 

 

起  1,006,100 

       

○一      60,038 

 

 

 

 安全で住みよい街づくりを推進するため、都市施設の基本となる街路

の整備により秩序ある市街地形成を図る。 

 また、都市公園の整備を促進し、県民のゆとりある快適な暮らしの確

保を図る。 

 

 

  補助公共事業                       

                       

   

   

   

   

    

    

 

事  業  名 箇所数 予算額  

 

 

 

 

 

 

 

補助都市計画街路事業費 

 

     7 

   

    2,881,228 

 

補助都市公園事業費 

      

     4 

      

      530,665 

 

市町都市計画事業調整推進費 

 

    － 

     

       19,385 

                                                                

 

都市計画推進指導費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

26,160 

(42,561) 

 

○一      26,160 

 

 

 

 

 

 

 

 

重１ まちづくり基本方針策定事業                  17,000 

 

  まちづくりと密接に関連する地域公共交通、医療・福祉、防災等 

の各種施策と連動した「『健康しが』で暮らせるまちづくり」の 

マスタープランを策定する。 

 

 

 

 

 



 

                                              単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

 

単独都市計画街路事業

費 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       79,115 

      (79,115) 

 

分     23,100 

     

起     56,000 

           

○一          15 

 

 

  市街地の都市基盤である街路の整備を促進し、市街地交通の安全と円

滑化を図る。 

 

  ８路線 

     本堅田衣川線、比叡辻日吉線、片岡栗東線、葛木竜法師線、 

近江八幡能登川線、中学校線、原松原線、原長曽根線 

 

 

 

 

 

単独都市公園事業費 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

       

    2,727,767 

   (1,184,526) 

        

起  2,550,400 

        

○一   177,367 

 

 

 

都市公園の整備を促進し、県民のゆとりある快適な暮らしの確保を図

る。                                                     

 

  ５箇所                                    

    湖岸緑地（堅田・雄琴地区他）、尾花川公園、びわこ文化公園、 

金亀公園、奥びわスポーツの森                     

                                                    

 

 



 

単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

【住宅課】 

 

県営住宅関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

       

      

      66,584 

     (559,191) 

        

国      9,692 

            

財    2,094 

 

諸      5,091 

 

起   13,700 

         

○一    36,007 

 

 

 

 

 県営住宅団地の建替を計画的に実施し、高齢化に対応した安全・安心

・快適な住環境を整備する。 

 

  補助公共事業 

事   業   名 箇所数 予算額 

 

県営住宅建設事業費 

 

  2 

      

   19,384 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
県営住宅管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 

           
      420,627 

     (440,279) 

        

国    28,883 

       

使    352,233 

 

財      181 

 

諸      1,492 

        
起     28,800 
         
○一     9,038 
 

 

県内42団地2,888戸の県営住宅の適正な管理を指定管理により効率的

に実施するとともに、家賃徴収事務を適切かつ円滑に行う。 

                                                       

 １ 県営住宅管理費                   338,666 

                                           

(1) 県営住宅指定管理委託                          217,068 

                                                  

   (2) 県営住宅施設改善工事                         104,111 

     外壁改修工事 １団地、給水管改修工事 ３団地 他 



 

                                                単位:千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

 

人と環境にやさしい

住宅建設推進事業費 

        

      8,394 

       (6,880) 

           

○一       8,394 

 

  

○新 １ 空き家対策事業費                         8,310 

 

増加する空き家に対応するため、発生予防・既存住宅の流通促進・ 

活用促進等の取組を重層的に展開する。 

 

（1）空き家発生予防啓発事業                4,200  

空き家の発生予防を図るため、高齢者や自治会等を対象にし

た出前講座を開催するとともに啓発冊子を作成する。 

 

（2）住宅ストック循環促進事業              1,100 

既存住宅のストック循環を促進するため、住宅の劣化状況や

欠陥の有無を診断する「インスペクション」に要する費用に対

し支援する。 

 

   (3) 「やま・さと・まち」子育て世帯空き家リノベーション事業 

                             1,600 

市町の空き家バンクの創設および活用を促進するためのモデ 

ル事業として、子育て世帯が空き家バンクを通じて取得した空き

家の改修費に対し支援する。 

 

  (4) 特定空家等代執行支援事業              1,000 

  「特定空家等」と判断された建物の円滑な除却を促進するため、

市町が行う代執行に対し支援する。 



 

                                        単位：千円 

 

事   業   名 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

【建築課】 

 

木造住宅耐震化促進事

業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

       31,298 

      (29,555) 

        

国      7,357 

        

○一    23,941 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 木造住宅耐震化促進事業                 18,631 

 

(1) 木造住宅耐震診断員派遣事業費補助           6,093 

 昭和56年5月以前に着工された木造住宅について、無料で耐震

診断員を派遣する事業、または耐震改修費用の概算額を算出する

事業を実施する市町に対して支援を行う。 

 

  (2) 木造住宅耐震改修事業費補助                  10,820 

 耐震診断の結果、地震被災時に倒壊する可能性があると判定さ

れた木造住宅の耐震改修または除却（建替えを含む）に補助する

市町に対して支援を行うとともに、主要道路沿い、高齢者を含む

世帯、子育て世帯などの一定の条件に該当する木造住宅の耐震改

修に割増補助する市町に対して支援を行う。 

 また、通学路または避難路等の道路に面する民間のブロック

塀等の耐震対策工事に補助する市町に対して支援を行う。 

    

  (3) 耐震診断・改修に関する技術支援・普及啓発         1,718 

 耐震診断員等の育成講習会の開催や出前講座、耐震推進セミナ

ーの実施など、耐震診断・改修に関する技術的な支援および住ま

いの地震対策についての普及啓発を図る。 

 

 ２ 既存建築物耐震改修促進計画策定事業         4,851 

 

平成27年度に策定した現行計画について、平成30年度住宅・

土地統計調査等の結果に基づき耐震化率の算定等を行い、上半

期における計画の進捗状況を点検するとともに、目標値の検証

、目標達成に向けた下半期の施策の再検討等を行い、必要に応

じて計画の改定を行う。 

 

３ 避難路沿道建築物耐震化促進事業              6,370 

  

    地震被災時に災害対策物資輸送や市町域を超える避難等のた

めに確保すべき道路のうち、特に道路閉塞のおそれの大きい路

線について、その沿道建築物の耐震診断費用を、県が法に基づ

き負担する。 

    また、耐震診断の結果、現行の耐震基準を満足しないと判定

された対象建築物について、基準を満足させるための補強設計

や改修工事を行うために必要な経費の一部を補助する。 

 



 

                                             単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                               明 

 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   14,148,335 

  (10,544,869) 

     

国  2,839,370 

    

起 11,215,200 

      

○一      93,765 

 

 

 

 

 

 洪水被害を軽減するための河川の改修および維持管理、河川環境の保

全整備等の事業を実施する。 

 

  補助公共事業                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名       箇所数 予算額   

  

  

  

  

  

  

  

  

 

補助広域河川改修事業費 

 

   16 

 

4,042,405 

 

補助河川環境整備事業費 

 

    2 

 

126,000 

 

補助河川災害関連事業費 

 

    － 

 

100,000 

 

補助河川総合流域防災事業費  外 

 

   10 

 

1,626,580 

 

 単独公共事業 

 

 

 

 

 

 

事 業 名       箇所数 予算額  

 

 

 

 

 

単独河川改良事業費 

 

   67 

 

4,520,770 

 

みずべ・みらい再生事業費 

 

   － 

 

3,732,580 

 

 

  ダム関連河川（大戸川・安曇川）対策              550,000 

                  ※単独河川改良事業費の内数 

治水対策を効果的・効率的に実施するための調査・設計・ 

工事を実施する。 

 

      

    ふるさとの川づくり協働事業                       191,500 

                ※みずべ・みらい再生事業費の内数 

県管理河川について、地域との協働による河川の維持管 

理を推進するため、県・市町・地域の連携を強化し、地域 

住民が「ふるさとの川」として守り育てる意識を醸成する 

とともに、高齢者の参加にも配慮した河川愛護活動の活性 

化のための支援を行う。 

 

①  河川愛護活動                     152,400 

 

   ②   地域活動支援                          39,100 



 

                                         単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 
説                明 

 

 

ダム関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      196,330 

     (196,330) 

               

国    79,600 

               

起    116,600 

        

○一        130 

 

 

 長寿命化計画に基づき、県管理ダムの堰堤設備の更新整備を行う。 

 

 

 補助公共事業 

 

 

 

事  業  名 箇所数 予算額  

 

 

 

補助堰堤改良事業費 外 

 

   3 

 

    196,330 

                                                              

 

 

 

 

 

港湾関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

       44,100 

      (44,100) 

 

国    14,000 

 

起   30,100 

 

          

 

  

 

 

 地震等の大規模災害時における緊急物資等の輸送を確保するため、耐

震化が未対応である長浜港の耐震岸壁の整備を行う。 

 

  

補助公共事業 

 

 

 

事  業  名 箇所数 予算額  

 

 

 

補助港湾改修事業費  

 

  1 

 

      44,100 

 

 

水害に強い地域づくり

事業費 

 

 

 

        
      102,139 

      (91,500) 

     

起     72,500 

              

○一      29,639 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 流域治水推進事業   

   45,639 

水害に強い地域づくりを進めるため、地区の特性に応じた

避難計画の検討・作成、既存住宅の増改築時の嵩上げなどに

対する支援を行う。 

                                                    

  ２ 防災・減災対策事業    

                                                     56,500 

      「水防災意識社会」の再構築に向けて、安全な住まい方を検

討し、水害危険性の周知を図る。 

 

 



 

                                             単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 

説                明 

 

 

中規模堰堤改良事業費 

 

 

 

 

 

      143,000 

      (63,000) 

 

起   143,000 

 

          

 

１ 中規模堰堤改良事業                 143,000 

 

県管理ダムの長寿命化を実現するため、ダム機能の低下、損

失を防止し、施設・設備の機能向上を図るための改良更新を行

う。 

 
 

 

水源地域対策費 

 

 

 

 

 

      154,558 

     (140,451) 

 

国    20,000 

 

○一     134,558 

 

 

１ 水源地域対策費 

 

   (1) 北川水源地域整備事業交付金                     13,873 

 
(2) 丹生水源地域整備特別交付金                   120,000 
 

 (3) 再生可能エネルギーを活用した丹生水源地域整備事業 
20,000 

 

 

ダム管理費 

 

 

 

 

       

      158,152 

     (171,270) 

               

国      650 

 

諸    15,921 

             

○一     141,581 

 

                                         

重１ ダムを活用した健康づくり事業             1,300 

 

      ダム周辺でのウォーキングを通じて健康を増進し、併せてダ

ムの役割や治水に関心を持ってもらえるようウォーキングマ

ップを作成する。 

 



 

  単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
当初予算額 

(前年度予算額) 

 

説                明 

 

 

補助土木施設災害復旧

事業費 

 

 

 

 

 

      450,000 

     (450,000) 

 

国   285,857 

 

起   164,100 

 

○一          43 

 

 

 

  

 被災した公共土木施設の復旧を行う。 

 

  令和２年発生災害  応急復旧分 

 

単独土木施設災害復旧

事業費 

 

 

       50,000 

      (50,000) 

 

起    50,000 

 

 

 被災した公共土木施設の復旧を行う。 

 

   令和２年発生災害  応急復旧分 

   

 

 

国直轄河川事業費負担

金 

 

       

      172,290 

     (172,290) 

    

起    172,200 

 

○一         90 

 

 

 国が直轄で実施する河川整備事業に対して、その経費の一部を法律

の定めるところにより負担する。 

 

 

 

 


